【認知症対応型共同生活介護】


提出書類一覧表
確認のために添付した資料について、✔を入れてください。

	提出
	書類の名称
	提出にあたっての注意事項

	□
	（様式１）創設希望事業計画書(添書)
	・代表者印は押印不要



	□
□
	（様式２）創設希望事業計画書
①当該事業に係る理事会等の議事録（写
し）


	◎添付書類

・当該事業に係る理事会等の議事録（写し）

施設整備事業として事業計画書を提出することについて、法人として意思決定していることを確認できるもの。
　

	□
	（様式３）施設整備計画概要
	・併設する施設についても記載すること。



	□
□
□
□
□
□
	（様式４）資金計画調書

【借入金がある場合】　
②融資見込み証明書（福祉医療機構を除く）
③福祉医療機構からの借入を予定してい
る場合は福祉医療機構にご相談のう
え、その結果に関する報告書(任意様
式)
【贈与金がある場合・個人】

④贈与確約書（写し）

【贈与金がある場合・法人】

⑤法人理事会議事録等の写し
⑥定款（写し）

	・併設する施設についても記載すること。その場合は、費用を床面積の割合等でサービス種別ごとに事業費を按分すること。
・財源内訳の市補助金は、次のように見込み作成すること。
　施設整備：32,400千円

　開設準備：11,664千円（単価648千円×定員18名）
　介護予防拠点：8,200千円
◎添付書類

【借入金がある場合】　
・融資見込み証明書（福祉医療機構を除く）
・福祉医療機構からの借入を予定している場合は福祉医療機構にご相談のうえ、その結果に関する報告書(任意様式)

<報告項目>

・相談日、相談者名（法人）、担当者名（福祉医療機構）、総事業費、福祉医療機構への借入要望額、今回の施設整備に関する借入が可能かどうか。

提出期限に間に合わない場合は、ご相談ください。

※提出された報告書について、山形市から福祉医療機構に確認を求める場合があります。

【贈与金がある場合・個人】

・贈与確約書（写し）

【贈与金がある場合・法人】

　・法人理事会議事録等の写し（法人としての意思決定を確認できるもの）

　・定款（写し）（代表者印により原本に相違ない旨の証明があるもの）

	□
□
□
□
□
□
□
□
	（様式５）事業用地調書
⑦計画地位置図及び案内図

⑧計画地土地図面（面積実測図）

※確定実測図、現況実測図等（作成者の氏名を明記したもの）
法務局に提出された地籍測量図があれば、それでも結構です。

⑨建築図面（配置図・平面図）

⑩事業予定地の登記事項証明書（全部事
項）事業予定地に係るすべての地番の
登記事項証明書（全部事項）を提出す
ること。（正本はコピー不ｍ
⑪事業予定地の公図（写し）
【事業予定地に抵当権等が設定されている場合】
⑫抵当権抹消の確約書等
【事業予定地の確保状況について確約がある場合】
⑬確約書等

	・「４　立地の状況　（１）防災の観点　（２）周辺環境の観点」で距離を記載する際は、直線距離とすること。
・「４　立地の状況　（１）防災の観点」については確認の上、記載すること。疑義がある場合は所管課へ問い合わせること。

　所管課：土砂災害計画区域・市避難所→防災対策課

　　　　　洪水浸水想定区域→河川整備課
・「４　立地の状況　（１）防災の観点」の市避難所は
７００ｍ以内のもの
・「４　立地の状況　（２）周辺環境の観点」の公共交通機関は３００ｍ以内のもの
・「４　立地の状況　（２）周辺環境の観点」の周辺施設の状況とは、おおむね直線距離で５００ｍ以内の施設であり、入居者が外出先として利用が見込まれる店舗や公園等主なものを記載すること。

◎添付書類
・計画地位置図及び案内図

・計画地土地図面（面積実測図）

※確定実測図、現況実測図等（作成者の氏名を明記したもの）
※法務局に提出された地籍測量図があれば、それ
でも結構です。

・建築図面（配置図・平面図）

・事業予定地の登記事項証明書（全部事項）

※事業予定地に係るすべての地番の登記事項証明書（全部事項）を提出すること。
（正本はコピー不可）

・事業予定地の公図（写し）

公図の写しに、事業予定地の位置・形状・範囲等が確認できるもの。

【事業予定地に抵当権等が設定されている場合】

・抵当権抹消の確約書等
【事業予定地の確保状況について確約がある場合】

・確約書等

	□
	（様式６）職員配置計画書


	・併設する施設ごとに作成すること。

・職種の項目については、サービス種別に応じた職種を記載すること。また、兼務状況や勤務及び雇用形態に応じて適宜変更してかまいません。

	□
	（様式７）代表者・管理者（予定者）
経歴書
	・代表者及び管理者（予定者）の経歴について、それぞれ作成すること。


	□
	（様式８）代表者・管理者（予定者）
就任承諾書
	・代表者及び管理者（予定者）の就任承諾書について、それぞれ記載すること。

・実印を用いること。

	□
	（様式９）受講承諾書

※応募時点で資格を有しない場合
	・応募時点で資格を有しない場合（代表者・管理者に就任するに当たり、必要な研修等を未受講の場合）にそれぞれ作成すること。

・実印を用いること。

	□
	（様式１０）ホテルコスト等利用料金調書
	・項目は適宜変更してかまいません。

	□
	（様式１１）部屋別面積表
	・建築基準法（壁心）による面積を記載すること。

・サービス種別ごとに小計を入れ、施設全体の延べ床面積が合計となるようにすること。

・各サービス種別の設備基準で床面積が定められている居室等については、内法面積を備考欄に記載すること。

・共用部分の面積は、サービス種別ごとの専有面積の割合で按分すること。按分方法は、様式１１の部屋別面積表の記入例を参考とすること。


	□
□
□
□
□
□
□
□
□
	（様式１２）法人調書

⑭法人概要
⑮法人登記事項証明書
⑯定款又は寄附行為の写し

⑰役員・評議員名簿

⑱法人印鑑証明書

⑲法人決算書の写し

【課税の場合のみ提出】
⑳納税証明書

【社会福祉法人のみ】

㉑社会福祉法人監査結果通知書の写し

	・法人の運営事業等や各種証明書等の添付。

◎添付書類

・法人概要（法人案内・パンフレット等）

・法人登記事項証明書（正本はコピー不可）

・定款又は寄附行為の写し

法人代表者印により原本と相違ない旨の証明がされたもの。

・役員・評議員名簿

・法人印鑑証明書（正本はコピー不可）

・法人決算書の写し（直近の２事業年度分）

※法人理事長印により原本と相違ない旨の証明がされたもの。

　　※貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書等の財務諸表を添付

・納税証明書（課税の場合のみ提出）（正本はコピー
不可）

※法人市民税及び固定資産税

※個人（代表者）市県民税及び固定資産税

法人市民税は、最新事業年度終了１年分、その他の納税証明は、令和２年度１年分を対象とする。

・社会福祉法人監査結果通知書の写し(直近のもの)

※社会福祉法人のみ提出

　　※書面により改善報告等がある場合はその写し

	□
□
□
	（様式１３）当初寄附・贈与一覧

※資金計画調書に寄附・贈与金の記載がある場合

㉒所得証明書
㉓預金残高証明書

	・資金計画書に寄附・贈与金の記載がある場合、その内容について記載すること。
◎添付書類

・所得証明書（正本はコピー不可）（寄附・贈与者が個人の場合のみ必要。市役所発行のもの。）

・預金残高証明書（正本はコピー不可）
令和３年６月末日現在のもの。
（預金通帳が複数に分かれている場合、全て令和
３年６月末日現在のもの）

	□
	（様式１４）償還計画書

※現在法人として借入がある場合
	・現在法人として借入がある場合は、すべての借入について提出すること。（「区分」及び「償還額」等の項目は実情に合わせて適宜変更してかまいません。）



	□
□
	（様式１５）事業収支計画書
㉔施設開所初年度から３か年度分の法人全体に係る収支計画書（任意様式）
	・施設開所初年度から３か年度分の収支計画書を作成すること。

・併設する施設ごとに作成すること。

（収入及び支出項目は適宜変更してかまいません。）

◎添付書類

・施設開所初年度から３か年度分の法人全体に係る収支計画書（任意様式）



※印鑑登録証明書等の各種証明書は交付日から３か月以内のものを添付すること。
5

